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第１ ポイント 

 
基本的考え方 

 
（成長戦略は、今どこにいて、何が求められているのか？） 

 
  アベノミクスの下で、60年ぶりの電力ガス小売市場の全面自由化や農協改革、

世界に先駆けた再生医療制度の導入、法人実効税率の 20％台への引下げなど、
これまで「できるはずがない」と思われてきた改革を実現してきた。 

政権交代以降、労働市場では就業者数は 185 万人近く増加し、20年来最高の
雇用状況を生み出した。企業は史上最高水準の経常利益を達成するとともに、

設備投資はリーマンショック前の水準に回復し、倒産は 90年以来の低水準とな
っている。 

   経済の好循環は着実に拡大している。 
 

しかし、民間の動きはいまだ力強さを欠いている。これは、 
① 供給面では、長期にわたる生産性の伸び悩み、 

② 需要面では、新たな需要創出の欠如 
に起因している。先進国に共通する「長期停滞」である。 

 
この長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現していく鍵は、近年急激に起

きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シェ

アリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り
入れることにより、様々な社会課題を解決する「Society 5.01」を実現すること

にある。 

 

この点で、日本は優位な環境にある。 

（１） 日本は世界に先駆けて、生産年齢人口の減少、地域の高齢化、エネル
ギー・環境問題といった社会課題に直面している。これは第４次産業

革命による新たなモノ・サービスに対して、大きな潜在需要があるこ
とを意味する。 

（２） 第４次産業革命は、生産性の抜本的改善を伴うことから失業問題を引
き起こすおそれがある。しかしながら、日本は長期的に労働力人口が

減少し続けることから、適切な人材投資と雇用シフトが進めば、他の
先進国のような社会的摩擦を回避できる。 

 
 

                                              
1①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会。新しい価

値やサービスが次々と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらしていく。 

【参考】未来投資戦略2017 -Society 5.0の実現に向けた改革-（平成29年6月9日）（抄）



2 
 

（３） これまでのインターネット上のデータ（バーチャルデータ）を活用し
た第一幕と異なり、今後主戦場となる医療介護、自動走行、工場設備、

農業、建設といったリアルデータを活用する第二幕では、マーケット
からのリアルデータの蓄積と、ソフトウェアとハードウェアのすり合

わせや、ソフトウェアと現場のすり合わせが競争力の鍵を握る。いず
れも日本が優位性を持ち得る。 

 
  こうした強みは、歴史的な転換期を迎える日本に大きなチャンスを与えるも

のである。 
 

団塊の世代が 75歳を迎える「2025年問題」が迫る中、現状を放置すれば、医
療・介護の負担が重くのしかかり、労働力人口は減少し、蓄積してきた知恵や技

術は散逸し、経済社会の活力は削がれてしまう。 
 

付加価値を生み出す競争力の源泉が「モノ」や「カネ」である旧来の経済シス
テムでは、「集約化」、「均一化」されていることが効率的な経済活動を可能とす

る成功モデルを生み出し、多くの組織や社会システムもそれを前提に設計され
てきた。 

 
しかし、第４次産業革命の進展により価値の源泉が「ヒト（人材）」・「データ」

に移る Society 5.0の経済システムでは、離れて「自立分散」する多様なもの同
士を、新たな技術革新を通じてつなげ「統合」することが大きな付加価値を産む。

「知恵」が価値を生み、多様な「個」がいかされる社会が到来する中、あらゆる
世代の意欲ある人々が技術革新を味方につけ、眠っている様々な知恵・情報・技

術・人材を「つなげ」、イノベーションと社会課題の解決をもたらす仕組みを世
界に先駆けて構築できれば、経済活動の最適化・高付加価値化と活力ある経済社

会を実現できる。それは、老若男女、大企業と中小企業、都市と地方を問わず、
あらゆる人々や産業にチャンスを与えるものである。 

 

他方で、第４次産業革命のイノベーションは、予測困難なスピードと経路で進

んでいくことから、対応が遅れたり大胆な変革を 躊躇
ちゅうちょ

したりすると、世界の先

行企業の下請け化して、中間層が崩壊してしまうおそれがある。 

 

第４次産業革命の進展により、これまでに実現不可能であると思われていた
社会の実現が可能になっている。この間までは遠い将来の夢と思っていたこと

が、頑張れば手に届きそうなところまで来ている中、Society 5.0への挑戦をい
よいよ本格化する時期である。そのための戦略分野における取組を強力に推進

することにより、新たなフロンティアを異次元の範囲とスピードで切り開いて
いく。 
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（今後の取組の視点）   
 

  これまでデジタル革命による劇的な変革は、コンピュータ産業や通信関連産
業の内部にとどまっていたのに対し、第４次産業革命の波は、あらゆる産業、あ

らゆる社会生活を劇的に変革する可能性を秘めている。 
ドイツの「Industry 4.0」や米国の「Industrial Internet」が、主として製

造業の生産管理や在庫管理を IoT によって個別工場や企業の枠組みを超えて最
適化しようとする試みであるのに対し、我が国は、製造業を超えて、モノとモ

ノ、人と機械・システム、人と技術、異なる産業に属する企業と企業、世代を超
えた人と人、製造者と消費者など、様々なものをつなげる Connected Industries

を実現していかなければならない。 
我が国が目指す「Society 5.0」は、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取

り入れ、「必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供
する」ことにより、様々な社会課題を解決する試みである。 

 
（具体的な進め方）  

 
  第１に、勝ち筋となり得る「戦略分野」への選択と集中を行うべきである。 

 
戦略分野の特定に当たっては、 

・我が国の強み（モノづくりの強さ、社会課題の先進性・大きさ、リアルデータ
の取得・活用可能性）をいかせる分野であるかどうか 

・国内外で成長が見込まれる分野であるかどうか 
・課題先進国のモデルケースとして世界にアピールできる分野であるかどうか 

といった視点を踏まえて選定するべきである。 
  こうした観点から、以下の５つの分野を中心に、我が国の政策資源を集中投入

し、未来投資を促進する。 
  

「健康寿命の延伸」 
– 我が国は、グローバルにも突出して高齢化社会をいち早く迎えることと

なる一方で、国民皆保険制度や介護保険制度の下でデータが豊富にある。 
→ 健康管理と病気・介護予防、自立支援に軸足を置いた、「新しい健康・

医療・介護システム」を構築することにより、健康寿命を更に延伸し、
世界に先駆けて生涯現役社会を実現させる。 
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「移動革命の実現」 
– 物流の人手不足や地域の高齢者の移動手段の欠如といった社会課題に直

面している一方で、日本のモノづくりについて AI・データとハードウェ
アのすり合わせに強みがあるとともに、自動車の走行データを大量に取

ることができる。 
→ 物流効率化と移動サービスの高度化を進め、交通事故の減少、地域

の人手不足や移動弱者の解消につなげることにより、我々一人ひとり
の生活の活動の範囲や機会を広げていく。 

 
「サプライチェーンの次世代化」 

– カンバン・システムなど従前から先駆的な取組がなされていたほか、綿
密な「すり合わせ」力は我が国特有の強みであることに加え、工場のデ

ータ、コンビニを中心とした流通のデータも豊富である。 
→ 個々の顧客・消費者のニーズに即した革新的な製品・サービスを創

出すること等を可能にしていく。 
 

「快適なインフラ・まちづくり」 
– 熟練労働者の高齢化や人手不足が顕著である一方、オリンピック・パラ

リンピック関連施設の建設や老朽施設の更新、防災対策といった大きな
ニーズがある。競争力のある建設機械とデータの融合によるサービスが

売りとなる可能性を秘めている。 
→ 人手不足や費用の高騰に悩むことなく、効率性と安全性を両立させ、

安定した維持管理・更新を浸透させていく。 
  

「FinTech」 
– 先進国に比べていまだに現金取引比率が高く、また中小企業の IT活用も

限定的であることから、FinTech導入による大きな効果が期待できる。 
→  利用者にとっての金融関連サービスの利便性を飛躍的に向上させ   

るとともに、企業の資金調達力や生産性・収益力の抜本的向上につ 
なげていく。 

 
  第２に、価値の源泉の創出に向けた共通基盤の強化に取り組む。 

 
  まず、新しい社会インフラとなる「データ基盤（リアルデータプラットフォー

ム）」を構築する。政府・地方公共団体等の公共データについて、民間ニーズの
高い公共交通や自動走行などの分野で徹底的にオープン化していくとともに、

民間データについて、企業の枠を超えたデータの連携を後押ししていく。あわせ
て、データの利活用を促すように、知的財産制度や標準化をはじめとしたルール

の高度化を実現する。 
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  加えて、第４次産業革命に対応できる人材投資と労働移動の円滑化を進める。
第４次産業革命に伴い、産業構造と就業構造の急激な変化は避けて通れない。個

人個人に求められる能力・スキルも大きく変わらざるを得ない。IT 人材が必要
となるのは IT産業に限らず全産業に及ぶ。2020年には、IT人材が約 37万人不

足すると予想される。更に多くの人材が ITを使いこなす能力を身につけていく
ことが必要となる。「IT力強化集中緊急プラン」を策定し政策資源を集中投入す

る。 
 

  あわせて、生産性の向上と新しい価値創出力の強化に結び付く働き方改革を
進める。長時間労働の是正や非正規労働者の処遇改善に取り組みつつ、知識集約

型産業を中心とした新しい就業構造にふさわしい形で、職務と能力等の内容の
明確化や、それに見合った公正な評価・処遇を実現するとともに、労働市場の流

動性を高めるための取組にも挑戦していく。 
 

また、資本集約型経済から知識集約型経済に変化する中、知と人材の拠点であ
る大学・研究開発法人を中核として、産業界も巻き込み、社会全体で優れた研究

開発やベンチャーが自発的・連続的に創出されるイノベーション・ベンチャーの
エコシステムを構築するため、産学連携の推進や経営力を高める大学改革、我が

国の強みを発揮できる分野への研究開発を進める。 
 

  第３に、「まずはやってみる」という「実証による政策形成」に舵を切る。 
 

Society 5.0に向けたイノベーションは、世界中で予測困難なスピードと経路
で進化する中、社会を巻き込んで試行錯誤をしながら、失敗しても再び挑戦で

きるプロセスが有効となる。完全なデータと証明がないと導入できない従来の
硬直的一律の制度設計では世界に後れを取ってしまい、日本は先行企業の下請

け化するかガラパゴス化するしかなくなってしまう。このため、参加者や期間
を限定することにより試行錯誤を許容する、規制の「サンドボックス」制度を導

入する。 
また、行政手続の在り方についても、事業者目線により徹底的に洗い直すこ

とにより、規制改革・行政手続簡素化・オンライン化を一体的に推進し、重点分
野の行政手続コストを原則 20％以上削減することを目指す。 

 
第４に、Society 5.0時代の産業構造に向けた新陳代謝システムを構築する。 

 
コーポレートガバナンス改革を形式から実質に深化させ、果断な経営判断を

促す。この障害とならないよう、迅速かつ柔軟な事業再編を可能とする制度整備
を行う。 

また、公共施設等運営権方式は、公共施設等の運営に民間の経営原理を導入す
ることにより、厳しい財政状況の下での効果的・効率的なインフラ整備・運営を

可能にし、民間企業に大きな市場と国際競争力のチャンスをもたらす。PPP／PFI
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の活用拡大に向け、重点分野毎の課題の解決を図るとともに、民間事業者の意見
も踏まえたガイドラインづくりなど、政府横断的な推進体制を整備する。 

 
 第５に、地域経済好循環システムを構築する。 

 
地域の内外で、ヒト・モノ・カネ・データの結び付きを強め、活発な循環を促

す。農林水産業、製造業、観光・スポーツ・文化芸術などサービス業の垣根を越
えて、圏域全体で成長産業や良質な雇用の創出を目指す。 

 
これらを進める上で、現状を打破する突破口となる具体的なプロジェクトを

官民で戦略的に推進するとの視点が重要であり、「日本再興戦略 2016」（平成 28
年６月２日閣議決定）の「官民戦略プロジェクト 10」をこの新たな成長戦略の

下での取組に発展させた形で、民間の自律的な取組を促し、官民の適切な役割
分担の下、様々な技術革新を社会に取り入れ、構造改革を進めていく。 

その際、「改革２０２０」において提示されているように、年限を切り、官民
が共に取組を具体化し、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会な

ど、我が国が注目を集める機会にショーケースとして世界に発信していくこと
が重要となる。「改革２０２０」の趣旨を成長戦略全体に広げ、目標逆算ロード

マップ方式であらゆる施策を構築していく。 
 

こうした取組が真に実を結ぶ鍵は、官民ともに、個々の組織が従来路線を漫
然と踏襲する「タコツボ」構造から脱却する思い切った変革である。Society 5.0

を実現する主役はあくまで民間の活力であり、全ての産業で、従来型システム
から舵を切り、知識集約型に産業構造を転換するための大胆な事業ポートフォ

リオの転換を断行する勇気と行動が求められる。そして、民間の創意工夫を引
き出し、最適な事業環境を整備する責任を担う国の役割として、構造改革を果

敢に進め、イノベーションの社会実装による成長戦略を政府横断的に強力に推
進するための一元的な体制づくりにこれまで以上に注力する。  
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